
大津市生活道路拡幅整備推進条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、生活道路の拡幅整備を推進することにより、市民の日常生活における利便

性の向上、良好な居住環境の確保及び地域の防災機能の強化を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  生活道路 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４２条第２項

に規定する道路及びその他の幅員４メートル未満の一般交通の用に供する道路であって居住

の用に供する複数の建築物の敷地に接するもののうち、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により市長がその路線を認定

した道路（以下「市道」という。） 

イ 市長が別に指定する道路 

  建築主 生活道路に接する敷地（以下「敷地」という。）において法第２条第１３号に規定

する建築をしようとする同条第１６号に規定する建築主をいう。 

  所有者等 敷地について、所有権、借地権その他の土地を使用する権利を有する者をいう。 

  拡幅用地 敷地の一部であって、当該敷地に接する生活道路が、法第４２条第２項に規定

する道路である場合は同項の規定によって道路の境界線とみなされる線と当該生活道路との

間の部分の土地をいい、同項に規定する道路でない場合は当該生活道路の中心線からの水平

距離２メートルの線（当該生活道路がその中心線からの水平距離２メートル未満でがけ地、

川、線路敷地その他これらに類するものに沿う場合にあっては、当該がけ地等の生活道路の

側の境界線から生活道路の側に水平距離４メートルの線）と当該生活道路との間の部分の土

地をいう。 

  隅切り用地 生活道路が他の生活道路その他の一般交通の用に供する道路と１２０度未満

の角度で交わる場合における双方の道路に接する角敷地で、規則で定めるものをいう。 

  拡幅整備 拡幅用地、隅切り用地その他規則で定める用地（以下「拡幅用地等」という。）

を市長が定める施工基準により道路形態に整備することをいう。 

  支障物件 拡幅用地等に存する擁壁、塀、門、樹木その他これらに類するもの及び水道管、

ガス管等で、拡幅整備に支障となるものをいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、この条例の規定に基づく生活道路の拡幅整備に関する施策の普及その他生活道路



の拡幅整備を推進するために必要な措置を講ずるものとする。 

 （指定確認検査機関の責務） 

第４条 法第７７条の２１第１項の指定確認検査機関は、生活道路の拡幅整備の必要性を理解し、

市の講ずる施策に協力するよう努めなければならない。 

 （建築主等の責務） 

第５条 建築主及び所有者等（以下「建築主等」という。）は、生活道路の拡幅整備の必要性を

理解し、その実施に協力するよう努めなければならない。 

 （事前協議） 

第６条 建築主は、敷地において次の各号のいずれかに該当する行為をしようとするときは、あ

らかじめ、拡幅整備に関し、規則で定めるところにより市長と協議しなければならない。 

  法第６条第１項（法第８８条において準用する場合を含む。）の規定に基づく確認の申請 

 法第６条の２第１項（法第８８条において準用する場合を含む。）の規定に基づく確認の

申請 

 法第１８条第２項（法第８８条において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築計画

の通知 

２ 前項に規定する場合のほか、所有者等は、拡幅整備について、規則で定めるところにより、

いつでも市長と協議することができる。 

 （拡幅整備等） 

第７条 市長は、前条第１項又は第２項の協議（以下「拡幅協議」という。）に係る拡幅用地等に

ついて、規則で定めるところにより、寄附又は無償使用の承諾があったときは拡幅整備を行う

ものとする。 

 （助成金及び奨励金） 

第８条 市長は、拡幅協議に係る拡幅用地等が市に寄附された場合において、建築主等が支障物

件の除却又は移設を行ったときは、規則で定めるところにより、当該建築主等に対し、当該除

却又は移設に係る工事に要した費用について助成金を交付することができる。 

２ 市長は、建築主等が、拡幅協議に係る拡幅用地等で前条の規定による拡幅整備の対象となら

ないものについて、一般交通の用に供するために拡幅整備を行ったときは、規則で定めるとこ

ろにより、当該建築主等に対し、当該拡幅整備に係る工事に要した費用について助成金を交付

することができる。 

３ 市長は、所有者等が拡幅協議に係る隅切り用地を市に寄附したときは、規則で定めるところ



により、当該所有者等に対し、奨励金を交付することができる。 

４ 建築主等が、第１項若しくは第２項に規定する費用又は前項に規定する寄附について、他の

制度による助成金、奨励金その他の金銭給付を受けることができるときは、これらの規定にか

かわらず、これらの規定による助成金又は奨励金（以下「助成金等」という。）の全部又は一

部を交付しないことができる。 

 （助成金等の交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、助成金等の交付の決定を受けた者が、偽りその他不正の手段により当該決定を

受けたとき又は当該決定の内容若しくはこれに附した条件に違反したときは、当該決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により助成金等の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、

既にその取り消した部分に係る助成金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を

命ずるものとする。 

 （機能保全） 

第１０条 第８条第２項の規定による助成金の交付を受けて行われた拡幅整備に係る拡幅用地等

の所有者等は、当該拡幅用地等を一般交通の用に供するため、その機能の保全に努めなければ

ならない。 

 （適用除外） 

第１１条 この条例の規定は、次の各号のいずれかに該当する区域内に存する拡幅用地等につい

ては、適用しない。 

  市街化区域内における都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項に規定す

る許可を受けた開発区域 

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づく土地区画整理事業の施行区域 

  法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定に係る区域 

  前各号に掲げるもののほか、規則で定める区域 

２ 第７条から前条までの規定は、建築主等が国、地方公共団体その他規則で定める者である場

合については、適用しない。 

 （指導及び勧告） 

第１２条 市長は、建築主が第６条第１項の協議をせずに同項第１号又は第２号に掲げる行為を

したときは、同項の協議をするよう指導し、又は勧告することができる。 

２ 市長は、建築主が、第６条第１項の協議により定められた内容と異なる内容の工事をしたと



きは、これを是正するよう指導し、又は勧告することができる。 

 （公表） 

第１３条 市長は、建築主が次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を公表することがで

きる。 

  前条第 1 項又は第２項の規定による勧告に従わないとき。 

  虚偽の内容で拡幅協議をしたとき。 

２ 市長は、前項の規定により公表をしようとするときは、あらかじめ、公表をされるべき者に、

その理由を通知し、書面又は口頭により意見を述べ、及び証拠を提出する機会を与えなければ

ならない。 

 （委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 第６条第１項の規定は、平成２３年７月１日以後にする同項各号に掲げる行為について適用

し、同条第２項の規定は、同年５月１日以後に行う拡幅整備について適用する。 

３ 拡幅協議は、この条例の施行前においても行うことができる。 


